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はじめに

富士スピードウェイ株式会社 (代表取締役社長 :加藤裕明氏、静岡県駿東郡小山町、以下、

FSW)は、来年 2007年 9月 28日 (金)～30日 (日)にフオーミュラ 1世界選手権日本グ

ランプリ・レース (以下、Fl日本GP)を、富士スピードウェイで開催することを発表し

た (2006年 11月 9日付、記者発表)。 FlGPは、世界最高峰の自動車レースであり、世界

170カ国以上でTV放映され 1レース当りの平均視聴者数は約 1。 5億人になると推計され

ている世界的なイベントである。FSWによると、世界最高峰の自動車レースを楽しむため

に来場するFlフアンは3日間でのべ28万人 (決勝日14万力 に上ることが想定されて

おり、Fl日本CP開催にともなう地域経済への波及効果は相当規模になることが予想され

る。FSWは、Fl日本CP開催という一大イベントヘの地域の参加を積極的に推進し、地

域経済の発展に寄与することをFl日本CP開催の基本コンセプトのひとつとして表明し

ている。

本調査研究プロジェクトは、2007年 Fl日本GP開催が日本経済全体および静岡県をはじ

めとする地元に与える経済波及効果を、理論的かつ客観的な方法で推計することを目的とし

ている。経済波及効果推計の対象は、日本経済、静岡県、山梨県、神奈川県、地元の小山町、

御殿場市、裾野市である。

静岡大学地域研究チームだけではFl日本cP開催に関する基礎データを高い精度で推定

すること不可能であり、そのために、本調査研究は、トヨタ自動車株式会社と富士スピード

ウェイ株式会社との共同研究として行なった。

◎ 静岡大学研究チームとの共同研究

・ トヨタ自動車株式会社

住   所 :東京都文京区後楽 1丁目4-18

事 業 内 容 :自動車事業、住宅事業、金融事業、ITS事業、GAZ00事 業、マ

郎

二
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‐    _  リン事業、バイオ緑化事業、新規事業開発
・富士スピードウェイ株式会社

住   所 :静岡県駿東郡小山町中日向694

事 業 内 容 :各種レースの主催・共催、レース場及び付帯設備の貸し出し、ライセ

ンス講習会、安全運転講習会の運営、看板広告・プログラム広告など

広告に関する業務

1.2007年 Fl日本CP開催概要0)

● 開催日程
2007年 9月 28日 (金)～30日 (日 )

● 大会名称
2007 FIA｀ Fl世界選手権フジテレビジョン 日本グランプリレース

● 公  認
国際自動車連盟 (FID

社団法人 日本自動車連盟 (JAF)
● 主  催
富士スピードウェイ株式会社

富士モータースポーックラブ

● 大会メインスポンサー

フジテレビジョン

● 大会組織
大会名誉総裁

大会名誉副総裁

【プロモーター】

(FMC)   【オーガナイザー】

石川嘉延 (静岡県知事)

長田 央 C/Jヽ山町町長)
長田開蔵 (御殿場市市長)

大橋俊二 (裾野市市長)

田中節夫 (JAF会長)

齋藤明彦 (富士スピードウェイ代表取締役会長)

大会名誉会長

大会会長

1)以上は富士スピードウェイ株式会社の下記のホームページより。

http.//www.珂 ispeedway.Jp/outline/index.htttl
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Fl日 本 CP開 催に伴 う地域経済への波及効果に関する調査研究

大会副会長

会  場

加藤裕明 (富士スピ‐ドウェイ代表取締役社長)

富士スピードウェイ (静岡県駿東郡小山町中日向694)

【レーシングコース概要】

コース全長

最大直線長

編

来場予想者数

金曜日:5万人、土曜日 (予選):9万人、日曜日 (決勝):14万人 合計28万人

サポートレース

ネッツ・カップ・ヴイッツ =レース、 
´
他

2. 網翻斉泌冠及馘力月謝購覇汁嫌

2■ 1 産業連関分析による経済波及効果の推計方法

イベント等の行事が日本経済および地域経済にあたえる経済波及効果を推計する方法とし

て、しばしば用いられる方法のひとつに産業連関分析 ル
“
ノ/sゴs″

“

励9、ぃ ′
―勿″〃オ

ルみた がある。今回、われわれが採用した方法も産業連関分析による経済波及効果の推計で

ある。以下、簡単に、産業連関分析による経済波及効果推計の基本モデルを示しておく。

対象地域の産業連関表が作成されているとする。産業連関表は、投入係数行列Иを用いて

次のように、行バランス式として表すことができる。

χ=″ +鳥 十E二ν
ここで、

χは、産出高
“
次列ベクトル、

Иは、投入係数行列 (“ X“ )、

ちは、域内最終需要κ次列ベクトル、

Eは、移輸出″次列ベクトル、

ノ は、移輸入″次列ベクトル、

(1)

4,563m

l,475m

545-580m
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κは、内生部門机

(1)式を競争移輸入型モデルで展開すると、ノ を各部門の移輸入率を対角要素に並べた移

輸入率行列 (“×″)と して、

χ=[r_σ _ル)И]4[σ _ル)鳥 +E]

(2)式を用いて、イベントにともなう最終需要の増加が域内の産業へ波及す名場合の効果を

推計することができる。すなわち、Fl日本GP開催に伴い当該地域にもたらされる需要の

増加が最終需要の増加Δ時として推定できるとすると、その最終需要の増加AFJが地域の産

業に与える経済波及効果は、

顔 1=[f― (f一 九f)И]~1(I― ルr)AFJ (3)

として推計される。これを最終需要増加AFJの第1次波及効果△ィ1という。第1次波及効

果△χlは、最終需要の増加AFJの域内へ直接的な需要増加 (f―ノ )AFJと それを域内で生

産するために必要な域内中間需要増加の波及を合わせた間接効果の合計に等しい。(3)式は、

経済波及効果分析の基本式である。しかし、調査研究対象のケースによっては(3)式を修正す

る必要ある。たとえば、今回のFl日本GP開催等のイベントの地元経済への経済波及効果
を分析する場合、イベントに伴う最終需要増加Δみを、域内の最終需要増加として計算する

際に、付帯表の自給率行列 (f―ルイ)をそのまま用いるのではなく、最終需要増加の項目にし

たがって自給率を修正して用いる。たとえば、イベントに伴う地域の宿泊需要の増加は、地

域への宿泊需要であるので統合中分類 (104部門)で言えば「旅館・その他の宿泊所」の自

給率を 1と しなければならない。同様に飲食需要の増加は「飲食店」部門の自給率を 1とす

べきであるもしたがつて、経済波及効果分析の基本式鮮、修正自給率行列を(I=ル)と して、

却rl=[f_(f_ノ )И ]・σ―ル)AFJ   。・・・
'・
・・・ :・・|(4)

である。ここで注意すべきは、中間原材料の自給率である競争輸入型逆行列の自給率
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(f―ル「)は修正しないということである。

次に、イベント等の直接効果のうち雇用者所得の増加の効果が大きい場合、第2次波及効

果を推計することが必要である。たとえば、イベントにともなう
二時的雇用の拡大が生じ、

それによる雇用者所得の増加額の合計を△名 (スカラー)としよう。他方、(4)式で求めた

第 1次波及効果の結果である各産業の産出高の増加△χlは、各部門で雇用者所得の増加をも

たらしている。雇用者所得率
“
次行ベクトルをwとすると第 1次波及効果AXIの雇用者所

得増加はw・Δ■であるから、イベントにともなう雇用者所得の増加合計は、

(△名 +1/7・Δ■)となる。そこで、雇用者所得からの限界消費性向をc(スカラ
ー)、 民間

最終消費支出の構成比率κ次列ベクトルをたとして、雇用者所得からの民間最終消費需要増

加の波及効果を求めると、次のようになる。

M2=[f~(r―ル)И]4(f=ルCνじ(△Z tt W・ 腱Xl) (5)

(6)

この場合、イベント等にともなう経済波及の総効果は、(4)式と(5)式より、

LX=AX,+N(2
である。

イベント等の経済波及効果を、(4)式の第 1次波及効果だけで把握するのか、(6)式の第 2

次波及効果まで含めて把握するかは課題設定と研究対象に依存するが、直接効果のうち雇用

者所得の効果が大きく影響するのは日本経済全体よりも一地域経済の場合である。そこで、

本研究では、日本経済全体への経済波及効果を推計する場合は第 1次波及効果で把握し、地

域経済の経済波及効果を計算する場合には第 2次波及効果を含めて計算することにしている。

2-2 産業連関表について - 1町 2市の地域産業連関表の作成

今回の2007年 Fl日本GP開催にともなう経済波及効果分析の特徴は、日本経済全体、静

岡県、山梨県、神奈川県の産業連関表 (平成 12年表)を用いてそれぞれへの経済波及効果を

推計するだけにとどまらずに、地元の小山町、御殿場市、裾野市の産業連関表を独自に作成

し、それらを用いて1町 2市における経済波及効果を推計することにある。

独自に作成した御殿場市、裾野市、小山町の産業連関表は紙幅の関係で掲載できないが、

-77-



必要がある方は問い合わせに応じる用意はある。)。

以下、簡単に、市町村レベルの産業連関表を作成する際のポイントについて解説する③。

市町村の地域産業連関表の作成において最も重要な部分は、各産業の生産額のうち、E「移

輸出」(市外などの産業での地元生産物の使用)の割合を求めることである。なぜならt地域

産業連関表の作表では、

″  (中間需要)+こメ地域内最終需要)+E(移輸出)=χ (地域内生産額)+ル「(移輸入)(7)

地 域 内 需 要 地 域 内 供 給

の横行の需給バランス式から、

ィ  (中間需要)+民バ地域内最終需要)十 E(移輸出)―ル「(移輸入)=χ (地域内生産機 (8)

の形で表が作成されており、この(8)式においては、χ (各地域統計)｀Иχ (投入係数は全

国を利用)→氏バ各地域統計)と作成を進め、残るのは、各地域内の産業・家計・行政等のE(移

輸出)と 幽「(移輸入)の推計である。経済波及効果を計算する前項(4)式の理論式に含まれる

ν「(移輸入率行列)4)でぁるが、この″「(移輸入)をとらえる統計はなく、またアンケート調

査で尋ねても分からないという答えが返うてきて事実上不可能である。

唯一可能なのは、むしろ全産業のE影輸出=生産高のうち、地域外へ出している比率)を
アンケート調査などで把握し、″「(移輸入)は、次の引き算で求める方法である。

“

「(移輸入)={/銚「(中間需要)+鳥 (地域内最終需要)+E(移輸出)}―χ (地域内生産)(9)

本研究では、このE(移輸出)を全産業について把握するため、小山町、御殿場市、裾野市

"浅
利一良「 : i‐ asariChss.shizuoka,acjp
9土居英二・浅利一郎。中野親徳編著『はじめよう地域産業連関分析』日本評論社、1996年、第3章
参照。
つ地域内の需要全体に対して、地元以外からどれだけ供給するかという産業別=生産物別の比率で、

1から引けば、ある需要こ′にたいして地域内の産業がどれだけ供給できるか=地域内への波及分とい

う「自給率」σ二九r))を意味する。    
・:                  ｀

-78-



Fl日 本 CP開 催に伴う地域経済への波及効果に関する調査研究

の従業員 50人以上の製造業他の産業へ直接出向き、趣旨を説明して面接方式でのアンケート

を実施するとともに、従業員数の少ないサービス業などには、電話調査を実施した。実施時

期は2006年 8月 1日から2週間、回答数は2市 1町で合計約 400である。なお、2市 1町の

地域表作成のための基礎調査と作表、及び経済波及効果計算の詳細については、熱海市産業

連関表の作成などの経験をもつ(有)ラムグ
)の協力を得た。

その他、本調査研究で利用した公式統計・産業連関表は以下である。

・平成 12年 (2000年)産業連関表 (醐 104部門基本取引表および付帯統計表、総

務省統計局

・平成 12年静岡県産業連関表 104部門基本取引表および付帯統計表、静岡県統計利用室

・平成 12年山梨県産業連関表99部門基本取引表および付帯統計表、山梨県統計調査課

・平成 12年神奈川県産業連関表 104部門基本取引表および付帯統計表、神剰 ‖県統計課
‐

3.Fl日本GP関連支出の推計

Fl日本CP開催にともなう最終需要増加AFJと して、以下の4項目についてFl日本G

P関連支出を推定する。

① 来場者関係支出 (個人消費)

② 主催者運営経費、
③ チーム関係経費、
④  FIA(国際自動車連盟、ル滋認開ο″物″滋あ

“
a酵 滋 ′И

"raaο
ら力)が公認する Cradelの

レーシングサーキット場を目指して整備した建設・整備費

3-l Fl日本CP関連支出の推定の前提条件

来場者数関係については、富士スピードウェイ閉が2006年 11月 9日に「2007年 Fl日本

CP開催概要」を記者発表した内容をベースに、Fl日本CP来場者の曜日別来場者数、交通手

段別来場者数、方面別来場者数の推定を行つた。

(1)来場者数

助有限会社ラムダ、代表 :大和田志保、〒422-8033 静岡市駿河区登呂 5-18-27、

TEL:054-287-9235、 FAX:054-287-9237。
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・金曜日5万人、土曜日9万人、日曜日(決勝日)14万人 合計 28万人
(28万人には、一般来場者、パドッククラブ来場者、チ∵ム・Fl関係者、その他関係者を

含む)

(2)交通手段別来場者数
。一般来場者の富士スピードウェイヘの最終アクセスは全てバスとする。

・来場手段は下記の3つを基本とする。       (決 勝日)
① 鉄道(指硼 +無料シャトル   ・・・ 約45,000人
② 乗車(場外駐車場)十無料シャトル ・・・ 約 55,000人

l  
③ ツアーバス(旅行会社、企業・団ω  ・・ : 約40,000人

(3)方面別来場人数

・富士スピードウェイ来場者のアンケート調査結果や旅行代理店へのヒヤリングから、方面

別来場者人数、交通手段等を設定した。

(4)その他

・パドッククラブ来場者、チーム O Fl関係者、その他関係者の各人数(交通手段については、

富士スピードウェイやチーム関係者等にヒヤリングし、上記とは別に設定した。

3-2 支出額の算出方法
①来場者関係支出

(1)一般来場者関係支出 (個人消費)

・旅行代理店等よリヒヤリングし、一般来場者の宿泊費、飲食費、土産、交通費、チケツト

購入費を推定した。

・交通費は、上記方面別の来場者数を交通手段別にさらに分類したモデルを作成し算出した。

・宿泊費は、来場者の出発地毎に宿泊比率を推定し、宿泊費を算出した。

②主催者運営経費、

(1)主催者である富士スピードウ三イlalに Fl日本CP大会準備運営支出の提出を依頼した。

主な項目は以下の通りである。

・物流 :中部国際空港～富士スピードウェイ間のチーム関係物資の輸送費、梱包費、保険料

等

・競技関係 :競技は約 500名のオフィシャルにより運営されておりその訓練費、交通費、宿

泊費等
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・観客交通誘導、警備 : 駐車場確保費、交通警備・誘導費、駅・駐車場からのシャトルバ

ス費用等

0設備関係 : 仮設スタンド、テント等のリース料t清掃費、廃棄物処理費等

・広報、宣伝関係 : 広告費、事前イベント費、ウェブ運営費等

。その他

③チァム関係経費

(1)パ ドックタラブ関係支出

・Fl関係者にヒヤリング氏、宿泊費、土産、交通費を推定した。

・パドッククラブ来場者は法人対応が多いことから、交通手段としてヘリコブター、ハイヤ

ーの利用を考慮し、宿泊は中高級ホテルを想定した。     :

・パドッククラブチケット代金は、海外企業の収入となることから除外した。

(2)チーム・Fl関係者関係支出

チーム関係者にヒヤリングし、宿泊費、交通費、食材費、クリーニング費等を推定した。

・チーム関係者は主に成田空港でバンをリースして国内移動することから、交通費はレンタ

カー代、燃料費、高速代等を計上した。

(3)その他関係者         `
。その他関係者とは富士スピードウェイ関係者、フジWスタッフ等であるが、今回は支出額

を算出していない。

④建設・整備費

(1)富士スピードウェイ側は、FIAが Fl開催可能なサーキットコースと承認する免許であ

る「グレード1」 を取得するために2004年 9月～2006年 3月末の間、大規模改修を行った。

当社はその設備投資額を約200億円と発表しているが、今回の経済波及効果からは除外した。

また、2007年 9月のFl日本GP開催に向けて、今後、チームハウス、燃料保管庫、ビットビ

ル屋上のゲストハウスなどを建設する予定であるが、同じく今回の経済波及効果から除外し

た。

3-3 総合支出

以上の前提条件および算出方法により、Fl日本 CP開催に伴う①来場者関係支出、②主催

者運営経費、及び③チーム O Fl関係者関係支出の推定結果は、総額で87億 8千 8.7百万円

である。また、表 3-1は、統合中分類規模の産業連関表
0基本取引表の産業部門別に対応さ
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せた最終需要増加AFJである。

ゃ  表 3-l Fl日本GP開催に伴う産業連関表 (104部門表)部門別最終需要増加AFJ

耕種農業

畜産

農業廿Lビス

柿業

漁業

金属鉱物

ll金属鉱物

百炭

原油1五鋪ガス
食料品

飲料

飼料1有棚質lE料 (除 11掲 }
［

Ｌ

コ
Ｔ
島

』
”
Ｌ

繊維工業製品

衣服0モ田他の繊維既製品
製村:ホ製品

家具1装備品

illJゴ
1紙 =極紙1カ]工紙
紙加工品

出版・E「刷

IL学肥料
無機IL掌基礎製品

有機IL学基礎製品
有1鯛 IL学製品

合成樹脂

IL学繊維
医薬品

IL学最終製品織医薬品}
石油製品

石炭製品

力1チック製品

ゴム製品
なぬL革・毛慶・同製品

層デ疇ガラス製品

ヒカF・セ式ノト製品

陶磁器

署の他の窯業・土石製品

銑銑・粗鋼

鋼材

鋳鍛造品

モ昴他山鉄鋼製品

JF銑金属製鏡・糟製

1離金属加工製品
建設]建築用士屈製品

モ0他ぬ士届製品

般産業機1哺

特殊産業機械
そOILJl‐般機ld
事務用J甘‐ビス用機器

屁生用電子・電気機器

電子計宣機1同付属装置

通信機械

電子応用装置菫電気計輝11馨
半導伸素子1集稽回路

雪手書:品.

重電機器

その他』電気機器

桑用車

モ山池0自動車

Fll舶
・同修理
モ的lLJ鰤泄機械・同憶理
精密機械

モ昴他働製造工業製品

再生資源回収1加工処理
建築

建設補修
J■t共事業

モ山池仰土ホ建設
電力

ゴス・熱供給

ホ道

廃華物処理
商業

壼111保隣

不動産仲升及び営管

住宅責営料

住宅貸肯料綿属家賃)

横道輌避 6]15

道路輸選 13]],2

自家輸送

北運

航空輛避

貨物運世取扱

言庫

運蛹付帯廿■ビス

通信

li鮭

士務

教育

研究

匡据ⅢI黒健

趾会保障

ヤ講

この他山士共サLピユ

主告・調査・情報廿‐ドユ

物品営管廿Lビス 1246.6

自動車コ1懇1哺億理

その他伸
'1事

業所廿‐ビス 1141,7

娯楽甘‐ビス
飲食店

朧館・モの他0宿泊所 2285.]

その他鰈対個人サ‐ビス
事務用品

分類不明

最終需要増加」F」 8703,7
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Fl日 本 GP開 催に伴 う地域経済への波及効果に関する調査研究

4.経済波及効果の推計結果

以上の全国および各地域 (静岡県、山梨県、神奈川県、小山町、御殿場市、裾野市)の各

産業部Fiへの域内最終需要の増加を基礎に、平成12年 (2000年 )産業連関表の基礎データと

推計式(4)式または(6)式により経済波及効果を推計した結果をまとめると以下である。

■日本経済全体へ0経済披農効果 (第 1枚被■効果硼み}
開催関連

支出」F
よ
一謝ぶ帥　鰊経済推■勤果」H(■場料売上げを除く}

■静岡県

需要増カロ」F(織■硼出発点となる主出}

第一■生産話発動早 {原材料ル‐卜)」 Hl

第二■神早1雇肩者所得力`ち消費を通した生産話発動早卜JH:

静岡県向へJj経済被■如早合計{」‖1+」 H口 l

■山梨県

需要増カロ」F{織■口出発点とな葛支出〉

第一次生産話発輛果 (原材料ル‐卜}」 Hl

第二批動早 (雇講者所得力ヽも消費を通した生産言モ発動黒)」 H2

山梨県向へ硼経済推■鮪果合計 (」 Hl+」 ‖]}

■神嘉∫:1県

需要増11」 F(被■0出発点となる主出}

第二■生産話発勤早 (原材料llP‐ 卜}」 ‖1

第二■効果 {雇肩者所得かも消費を通した生産話発勤早卜」12

神奈川県内へ0継清推■効果音計 (」 Hl+ギ ‖:〕

■静岡県・山梨県および神奈∫il県へ硼経済織■動黒

需要増加」F(縮■尋出発点ときる主出〕

第‐職生産言モ発知早 (原材料ll・‐卜)」 Hl

第二次効果 (雇用者所得から消費を通した生産話発動早卜」‖:

静岡口山梨・神語川03県へm経済被凛勤果合計 (」 Hl+」 H】 }

L‖ 岬

〔」Hl十」HE}ノ」F
倍率
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■静岡県聴東君「小山町

需要増カロ」F(職農暉出発点となる支出)

第一牧生産言モ発効果 (原材料ル‐卜)」 Xl

第二次効果 (雇用者所得から消費を通した生産話発効果}」 ‖営

小山町向へ

“

経済被■勲早合計 (」 Hl+」 ‖2}

■静岡県悔I職場市

需要増コロ」F〈 被■o出 発点となる主出)

第一壮生産議発効果 (原材料ル‐卜)」 Hl

第二次勤早 〈雇用者所得から消費を通した生産話発齢果}」 H忠

術I職場市内へo経済被J■効果音計 (」 Hl+J H2)

■静岡県裾野市

需要増1口」F〈 推■Jj出発点となる支出)

第一批生産話織節早 〈原村料ル‐卜}」 Xl

第二次動黒 〈雇用者所得かも消費を通した生産話発効果〉」H2

裾野市内■o経済被■動早合計 〈」Hl+」
=コ
}

■静岡県小山町1御職場市■び据野市へ硼纏清被■節黒
需要増カロ」F〈 推■o出発点となも支出)

第一■生産話発油早 〈原材料ル‐卜)」 Hl

第二歌蛹果 (雇肩者所得かも消費を通した生産議発勤果)」 HE

地元 1町 2市へo経済構農動早合計 {」 Xl+」 XEl―

まとめ

建設・整備関係支出を除いた2oo7年 Fl日本GP開催の関連主出は、87億 8千 9百万円に

のぼると推定されるがt日本経済全体へ与える経済波及効果はトータルで 135億円4千 5百

万円である。したがって、関連支出総額の乗数効果は 1.54倍と:いうことになる。

静岡県についてみると、建設・整備関係支出を除いた2007年 Fl日本CP開催の関連支出

87億 8千 9百万円のうち20.3%にあたる17億 8千 5百万円が県内に落ちると想定され、第

2次波及を含めてその経済波及効果は31億 8千 7百万円である。

山梨県は、同じく宿泊・飲食関係を中心に関連支出総額の 4。 95%にあたる4億 3千 5白力

円が県内経済の最終需要増に向かい、その経済波及効果は、第 2次波及を含めてその経済波

及効果は約 9億円である。

〔」Hl+」 12)/」 F

倍率   2.17日
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Fl日 本 CP開 催 に伴 う地域経済への波及効果 に関する調査研究

神奈川県は、建設・整備関係支出を除いた2007年 Fl日本CP開催の関連支出87億 8千 9

百万円の11.6%にあたる10億 2千 1百万円が県内最終需要増加となり、第 2次波及を含め

てその経済波及効果は17億 5千 8百万円になると推計される。

次に、富士スピードウェイがある地元自治体である小山町、御殿場市、裾野市についてみ

ると、小山町には、主に来場者の飲食代・土産代 0グッズ代支出で、静岡県内への最終需要

増加17億 8千 5百万円の 27◆ 3%にあたる4億 8千 7百万円が町内最終需要増加として見込

まれ、第 2次波及を含めてその経済波及効果は6億 5千 8自力円である。御殿場市は、静岡

県内への最終需要増加 17億 8千 5百万円の 11。 6%にあたる2億 1千万円が市内に向かい、

第 2次波及を含めて経済波及効果は4億 4千万円になると見込まれる。最後に、裾野市に関

しては、静岡県内への最終需要増加 17億 8千 5百万円の6.7%にあたる1億 1千 9百万円が

裾野市内に向かい、第 2次波及を含めてその経済波及効果は2億 4千万円になると推計され

る。

地元 1町 2市全体では、建設・整備関係支出を除いた2007年 Fl日本CP開催の関連支出

87億 8千 9百万円の9.3%、 静岡県内最終需要増加17億 8千 5百万円の 45。 7%にあたる8

億1千 6百万円が1町 2市内への最終需要増となり、第 2次波及を含めてその経済波及効果

は 13億 3千 8百万円になる。「その他地域」は、県内他都市での宿泊・交通・土産代などで

ある。

図6-1 2007年 Fl日本CP開催の関連支出の静岡県内最終需要増加AFJの地域構成

静岡県内最終需要増加

17備0=円百万円
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図 6-2 2007年 Fl日本 GP開催の関連支出の静岡県内への経済波及効果の地域構成

富士スピードウェイにおけるFlグランプリの開催を、地域経済への効果という側面からみ

ると、次の特徴が浮かび上がる。

①開催地の小山町と隣接する御殿場市・裾野市をはじめ、関係する静岡県・山梨県・神奈川

県経済にとって、狭い地域での数億から数十億単位での経済波及効果のもつ意味は、一時

的にせよ、地域経済に大きなインパクトを持つこと、

②それを可能にする28万人という多数の観覧者やチーム関係者、主催者が数日間、遠方から

来場し、宿泊するためには、開催地小山町だけでなく、隣接する御殿場市や裾野市、静岡

県、山梨県、神奈川県から展望できる富士山周辺の美しい景観と、多数の温泉宿泊施設な

どの癒しの環境といった、自然インフラと社会的インフラの存在、2市 1町と3県の広域

的な連携が不可欠であること、

③また、Fl開催と、そうした富士山の景観や温泉などの癒しの魅力が広域的な地域間の連携

と相乗効果をもつことによって、海外も含め遠方の参加者数の増加や、海外チーム関係者

を含めた満足度を格段に向上させると想定されること、

静岡県内経済波及効果

311飾千7百万円
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Fl日 本 GP開 催に伴う地域経済への波及効果に関する調査研究

④地域経済にとっては、海外からの数千人の来場者も含め初めて富士山周辺の地域や温泉地

を訪れる観覧者も多く、Fl開催を契機に、地域社会の持つ個性や魅力を、世界を含めて広

く発信でき、リピーターも含め長期的な経済効果も予想されるこ。と、

などである。

そうした意味では、世界遺産に登録する準備が進んでいる富士山周辺を含め、日本でも有

数の自然環境の中で開催されるFlグランプリは、地域経済社会にとって、多大かつ長期的な

貢献をもたらすと思われる。
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